
別紙様式５

食品表示調査管理シス
テム機器の賃貸借等業
務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
東京センチュ
リーリース株式
会社

東京都千代田
区神田練塀町3

予決令第
102条の4
第4号ﾛ
（有利随
意契約）

現行の機器等を再リースして利
用することが経済的かつ効率的
であることによる。

-
平成29
年度

- 2,878,416 - - - - - - - - -

農業協同組合法等の一
部を改正する法律案（5
点セット）ほか3件の印
刷製造

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
ファイナンスプリ
ント株式会社

神奈川県三浦
郡葉山町長柄
677-15

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

本法律案に係る閣議の日程が
当初の予定から変更となったた
め、平成26年度の契約を減額
変更し、平成27年度において新
たに契約する必要が生じたこ
と、また、一般競争により調達を
行った場合、日程上、納期に間
に合わないことから、緊急に随
意契約を行わざるを得なかっ
た。

- - - 4,256,010 - - - - - - - - -

ヘリコプター運航業務
（単価）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
朝日航洋株式
会社

東京都江東区
新木場4-7-41

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 4,517,640 - - - - - 2 0 - 単価契約

印刷物資料等海外梱包
発送業務（単価）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏
支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善
支出負担行為担当官
農林水産政策研究所
長　山下正行

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社ペガサ
スグローバルエ
クスプレス

東京都江東区
新木場1-8-11

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 7,702,844 - - - - - 2 0 - 単価契約

うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
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事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）
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者
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人（特
例社団
法人又
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財団法
人を含
む。）
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移行困
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由
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公益法
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分
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名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量
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び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

テレビ会議ネットワーク
サービス提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
エヌ・ティ・ティコ
ミュニケーション
ズ株式会社

東京都千代田
区内幸町1-1-6

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 9,331,200 - - - - - 1 0

官公庁又は民
間等で遠隔地と
光回線サービス
又は同等以上
のパフォーマン
スを有したテレ
ビ会議のサービ
スを過去５年以
内に提供した実
績があること

-

一般乗用旅客自動車供
給業務（タクシー）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏
支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善
支出負担行為担当官
農林水産政策研究所
長　山下正行
食料安定供給特別会
計支出負担行為担当
官　大臣官房経理課長
石上　和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日

①東京都個人タ
クシー協同組合
②日個連東京
都営業協同組
合
③東京無線協
同組合
④共同無線タク
シー協同組合
⑤イーエム無線
協同組合
⑥株式会社グ
リーンキャブ
⑦東都タクシー
無線協同組合
⑧大和自動車
交通株式会社
⑨日の丸自動
車株式会社
⑩チェッカー
キャブ無線協同
組合

①東京都中野
区弥生町5-6-6
②東京都豊島
区南大塚1-2-
12
③東京都新宿
区百人町2-18-
12
④東京都豊島
区上池袋1-38-
5
⑤東京都中央
区築地7-10-2
⑥東京都新宿
区戸山3-15-1
⑦東京都豊島
区西池袋5-13-
13
⑧東京都江東
区猿江2-16-31
⑨東京都文京
区後楽1-1-8
⑩東京都中央
区銀座8-11-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - -
関東運輸局の
認可運賃によ
る。

- - - - - 10 0 - -
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根拠条文
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争等）

仮想デスクトップサービ
ス提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
エヌ・ティ・ティコ
ミュニケーション
ズ株式会社

東京都千代田
区内幸町1-1-6

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 11,955,600 - - - - - 1 0

100ID以上の仮
想デスクトップ
の環境構築実
績が５件以上あ
ること、並びに
情報セキュリ
ティマネジメント
システムの認証
（ISO/IEC27001
）、品質マネジメ
ントシステムの
認証（ISO9001）
及びITサービス
マネジメントシス
テムの認証
（ISO20000）を取
得していること

-

食品表示調査管理シス
テム保守・管理業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社日立シ
ステムズ

東京都品川区
大崎1-2-1

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 2,592,000 - - - - - 2 0 - -

ETCカードの利用業務
支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社ジェー
シービー

東京都港区南
青山5-1-22

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - -

債権：道路事
業者より債権
譲渡された金
額
年会費及び
カード再発行
手数料：無料

- - - - - 1 0 特になし -

クレジットカード方式に
よる水道料金の決済業
務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
三井住友カード
株式会社

東京都港区海
岸1-2-20

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - -

債権：水道事
業者より譲渡
された金額
年会費及び
カード再発行
手数料：無料

- - - - - 4 0 - -
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（企画競
争等）

クレジットカードの使用
業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
水産庁一般会計支出
負担行為担当官　水産
庁長官　本川　一善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日

①三井住友カー
ド株式会社
②株式会社
ジェーシービー
③株式会社東
京クレジットサー
ビス

①東京都港区
海岸1-2-20
②東京都港区
南青山5-1-22
③東京都千代
田区一ツ橋2-6-
3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - -

債券：加盟店
により債権譲
渡された金額
外貨換算手数
料：利用額に
対し1.63％（②
については、
1.60％）を乗じ
て計算した金
額

- - - - - 3 0 - -

商品先物市場監視シス
テム保守業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
システム・アナラ
イズ株式会社

東京都千代田
区飯田橋1-12-
7

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 4,317,840 - - - - - 1 0

ISO27001認証
取得事業者、財
団法人日本情
報処理開発協
会のプライバ
シーマーク使用
許諾事業者、個
人情報を扱うシ
ステムのセキュ
リティ体制が適
切であることを
第三者機関に
認定された事業
者のいずれか
の条件を満たす
こと、ISO9001認
証取得事業者
又はシステム保
守の品質管理
体制が適切であ
ることを第三者
機関に認定され
た事業者

-

ＣＮＮ情報提供業務
支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社日本
ケーブルテレビ
ジョン

東京都港区六
本木1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 3,888,000 - - - - - - - - -

「わがマチ・わがムラ情
報提供システム」の運
用・保守等業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
大興電子通信
株式会社

東京都新宿区
揚場町2-1

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 4,428,000 - - - - - 2 0 - -
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公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日
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計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度通訳業務
（単価契約）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社サイマ
ルインターナショ
ナル

東京都中央区
築地1-12-6

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 7,462,360 - - - - - 3 0 - 単価契約

平成27年度法律顧問業
務（農林水産省生産局・
主要食糧関係）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
高木賢法律事
務所

東京都千代田
区平河町1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 1,296,000 - - - - - 3 0 - -

平成27年度法律顧問業
務（農林水産省食料産
業局・商品先物取引・食
品製造卸売の監督、食
料産業行政関係）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
升田純法律事
務所

東京都千代田
区飯田橋3-6-6

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 1,260,000 - - - - - 2 0 - -

新聞の購入（単価）
支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
丸の内新聞事
業協同組合

東京都千代田
区内幸町1-7-
10

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

新聞の販売代理店は地区ごと
に決められており、他に供給可
能な者が存在しないため。

- - - 24,138,828 - - - - - - - - 単価契約

輸出証明書発給システ
ム運用保守等業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
クボタシステム
開発株式会社

東京都台東区
北上野1-10-14

会計法第
29条の3
第4項（緊
急随意契
約）

当初一般競争により調達を行っ
たところ、3回の入札がいずれも
予定価格に達しなかったこと、
また、不落随契協議を行ったが
不調となったことから、新たに官
報掲載等の契約手続に加え、
落札者が本業務を行うに当たっ
て必要な準備期間が必要となる
ことから、これらに必要な期間
（4ヶ月間）について、緊急に随
意契約を行わざるを得なかっ
た。

-
平成27
年度

- 6,999,912 - - - - - - - - -

農業協同組合法等の一
部を改正する法律案
（穴アキ（法案・理由））
の印刷製造

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
独立行政法人
国立印刷局

東京都港区虎ノ
門2-2-5

会計法第
29条の3
第4項（官
報等の印
刷等）

官報等を発行しているのは独立
行政法人国立印刷局以外にな
く、競争を許さないため

- - - 6,032,000 - - - - - - - - -
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Agrio（デジタル農業情
報誌）提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏
支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社時事
通信社

東京都中央区
銀座5-15-8

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 3,981,960 - - - - - - - - -

共同通信ニュース提供
業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
一般社団法人
共同通信社

東京都港区東
新橋1-7-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 11,858,400 - - - - - - - - -

時事ゼネラルニュース
提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社時事
通信社

東京都中央区
銀座5-15-8

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 8,683,200 - - - - - - - - -

著作物に関する複写使
用料の支払契約（朝日
新聞社）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社朝日
新聞社データ
ベース事業部

東京都中央区
築地5-3-2

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 1,321,920 - - - - - - - - -

著作物に関する複写使
用料の支払契約（西日
本新聞社）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社西日
本新聞社

福岡県福岡市
中央区天神1-
4-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 1,036,800 - - - - - - - - -

ｉ ＪＡＮＰ（時事行政情報
モニター）提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏
支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社時事
通信社

東京都中央区
銀座5-15-8

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 5,702,400 - - - - - - - - -
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現行法令電子版Super
法令Webシステム提供
業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
林野庁一般会計支出
負担行為担当官　林野
庁長官　今井　敏
水産庁一般会計支出
負担行為担当官　水産
庁長官　本川　一善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社ぎょう
せい

東京都江東区
新木場1-18-11

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 3,499,200 - - - - - - - - -

官報情報検索サービス
提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
林野庁一般会計支出
負担行為担当官　林野
庁長官　今井　敏
水産庁一般会計支出
負担行為担当官　水産
庁長官　本川　一善
食料安定供給特別会
計支出負担行為担当
官　大臣官房経理課長
石上　和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
東京官署普及
株式会社

東京都千代田
区神田錦町1-2

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 1,336,344 - - - - - - - - -

ＥＩＫＯＮ－Ｊ－ＣＯＭ情
報提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
食料安定供給特別会
計支出負担行為担当
官　大臣官房経理課長
石上　和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
トムソン・ロイ
ター・マーケッツ
株式会社

東京都港区赤
坂5-3-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 12,875,889 - - - - - - - - -

農産物貿易政策に関す
る情報提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
DTBアソシエイ
ツ

1700
PENNSYLVANI
A
AVE,NW,SUITE
200
WASHINGTON
DC 20006

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

農産物貿易政策の詳細な内容
や動向等の情報について、正
確かつ迅速に提供できるのは
同社しかいないため

- - - 2,860,000 - - - - - - - - -
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農業政策に関する情報
提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
フェーガー・BD・
コンサルティン
グ

1050 K STREET
NW,SUITE 400
WASHINGTON
DC 20001-448

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

農業政策の詳細な内容や動向
等の情報について、正確かつ
迅速に提供できるのは同社しか
いないため

- - - 2,860,000 - - - - - - - - -

農業政策に影響を与え
る政治・経済・貿易の動
向等に関する情報提供
業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
ワシントン・リ
サーチ・アナリシ
ス

1730 RHODE
ISLAND AVE．
NW,SUITE 715
WASHINGTON
DC20036

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

農業政策に影響を与える政治・
経済・貿易の詳細な内容や動
向等について、正確かつ迅速に
提供できるのは同社しかいない
ため

- - - 3,080,000 - - - - - - - - -

貿易統計データベース
提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
支出負担行為担当官
農林水産政策研究所
長　山下正行

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
Global　Trade
Information
Services　Inc.

2218 ＤＥＶＩＮＥ
ＳＴＲＥＥＴ，ＣＯ
ＬＵＭＢＩＡ，ＳＣ
29205

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 5,544,000 - - - - - - - - -

ブルーグバーグ・プロ
フェッショナルサービス
提供業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
ブルーグバー
グ・エル・ピー

東京都千代田
区丸の内2-4-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 3,274,992 - - - - - - - - -

第一法規法情報総合
データサービス業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
食料安定供給特別会
計支出負担行為担当
官　大臣官房経理課長
石上　和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
第一法規株式
会社

東京都港区南
青山2-11-17

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

行政目的を達成するために不
可欠な役務について提供を受
けるものであり、当該役務を提
供することが可能なものが一に
特定されるため

- - - 2,792,880 - - - - - - - - -
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官報公告等掲載業務
（単価）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫
林野庁一般会計支出
負担行為担当官　林野
庁長官　今井　敏
水産庁一般会計支出
負担行為担当官　水産
庁長官　本川　一善
食料安定供給特別会
計支出負担行為担当
官　大臣官房経理課長
石上　和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
独立行政法人
国立印刷局

東京都港区虎ノ
門2-2-4

会計法第
29条の3
第4項（官
報等の印
刷等）

官報を発行しているのは、独立
行政法人国立印刷局以外にな
く、競争を許さないため

- - -
各種公告　1行
（22文字）756
円ほか

- - - - - - - - 単価契約

口蹄疫不活化濃縮抗原
保管業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
株式会社イン
ターベット

大阪府大阪市
中央区平野町
2-3-7

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

当省で購入した口蹄疫不活化
濃縮抗原について、品質保持
に適正な条件下での保管を委
託するものである。口蹄疫不活
化濃縮抗原は、その性質上、一
定の条件下で厳格に保管し、品
質の確保を行わなければなら
ず、引き続き、特定の役務の提
供が可能な者との契約を締結
する必要があるため

- - - 1,225,655 - - - - - - - - -

第１回特定農林水産物
等に付される登録標章
の商標登録出願等業務
（単価）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日
平木国際特許
事務所

東京都港区愛
宕2-5-1

予決令第
102条の4
第4号ﾛ
（有利随
意契約）

平成26年度に商標登録出願が
完了しており、商標登録を早期
に登録するためには、引き続き
現地代理人と提携のある者と契
約する必要があるため

- - - 4,205,771 - - - - - - - - 単価契約

第２回特定農林水産物
等に付される登録標章
の商標登録出願等業務
（単価）

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月13日

特許業務法人Ｈ
ＡＲＡＫＥＮＺＯ
ＷＯＲＬＤ　ＰＡＴ
ＥＮＴ＆ＴＲＡＤＥ
ＭＡＲＫ

大阪府大阪市
北区天神橋2-
北2-6

予決令第
102条の4
第4号ﾛ
（有利随
意契約）

平成26年度に商標登録出願が
完了しており、商標登録を早期
に登録するためには、引き続き
現地代理人と提携のある者と契
約する必要があるため

- - - 30,499,200 - - - - - - - - 単価契約
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経営所得安定対策情報
管理システムのデータ
センター運用等業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月17日
株式会社イン
テック

東京都江東区
新砂1-3-3

予決令第
102条の4
第4号ﾛ
（有利随
意契約）

一般競争によりデータセンター
を現行の場所から移転した場合
には、別途の費用が発生するこ
とに加え、回線の新設、全国の
各拠点と接続確認や稼働試験
が必要となり、この間、システム
の運用が停止することとなり、
経営所得安定対策事務に支障
をきたすとともに国民に対しても
多大な影響を及ぼすため

-
平成29
年度

- 16,172,886 - - - - - - - - -

第8回東アジア地域包
括的経済連携（RCEP）
交渉会合開催に係る会
議会場の提供及び一部
会議補助業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月24日
公益財団法人
国立京都国際
会館

京都府京都市
左京区岩倉大
鷺町422

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 9,469,689 - 公財 国所管 0 0 1 1 特になし
共同調達（外務
省）で公募実施

宮城原宿舎敷地境界確
定等業務

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長　石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月30日
有限会社嘉陽
測量設計

沖縄県うるま市
勝連南風原
703-4

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 3,002,400 - - - - - 1 0 特になし -

不測時における食料安
全保障のための演習事
業

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長
石上 和夫

千代田区霞ヶ関
１－２－１

平成27年4月17日

三菱UFJリサー
チ＆コンサル
ティング株式会
社

港区虎ノ門５－
１１－２

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 11,470,140 11,442,816 99.8% - - - - 2 0 - -

平成２７年度国際博覧
会政府出展事業（ミラノ
国際博覧会に係る政府
参加準備業務）

支出負担行為担当官
農林水産省食料産業
局長
櫻庭　英悦

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月1日
独立行政法人
日本貿易振興
機構

東京都港区赤
坂１－１２－３２

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

　平成24年３月27日の閣議にお
いて、「地球に食料を、生命にエ
ネルギーを」をテーマに開催さ
れる２０１５年ミラノ国際博覧会
への我が国の公式参加ととも
に、農林水産省が経済産業省
とともに幹事省となって準備を
進めることとなった。
　また、その閣議において、独
立行政法人 日本貿易振興機構
（ジェトロ）が参加機関として決
定されたため、政府出展事業を
するためには当該相手方と契
約するほかない。

- - - 771,000,000 - - - - - - - - -
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平成27年度国際審査協
力推進特性比較調査
（アンスリウム属）委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産省食料産業
局長
櫻庭　英悦

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月9日
独立行政法人
種苗管理セン
ター

茨城県つくば市
藤本2－2

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - 1,305,958 1,296,000 99.2% - - - - 2 0 - -

平成27年度牛肉トレー
サビリティ業務委託事業
（DNA鑑定及び照合用
サンプル保管）

支出負担行為担当官
農林水産省消費・安全
局長　小風茂

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月1日
一般社団法人
家畜改良事業
団

東京都江東区
冬木１１－１７

予決令第
99条の2
（不落・不
調随意契
約）

- - - - 34,560,000 - - - - - 3 0 -

4月1日契約額
1,202,169（暫定）
4月9日契約額
33,357,831（本予
算）

平成27年度牛肉トレー
サビリティ業務委託事業
（DNA鑑定照合用サンプ
ル採取）

支出負担行為担当官
農林水産省消費・安全
局長　小風茂

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月1日
公益社団法人
日本食肉格付
協会

東京都千代田
区淡路町2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 197,387,040 - 公社 国所管 5 5 1 1 -

4月1日契約額
7,778,075（暫定）
4月9日契約額
189,608,965（本
予算）

平成27年度国産農産物
の潜在的品質の評価技
術の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
潜在的品質コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 80,005,000 80,005,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度国産農産物
の輸出先における嗜好
性に関するデータベー
スの構築委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
モモ嗜好性デー
タベース開発コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 11,000,000 11,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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平成27年度国産農産物
の輸出先における嗜好
性の予測技術の開発委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
モモ嗜好性予測
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 27,200,000 27,200,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を4年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度ブリ類人工
稚魚の低コスト・早期供
給技術の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
「持続的養殖プ
ロ研（ブリ類）」
共同研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 32,820,000 32,820,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度ゲノム情報
を利用したブリ類の短期
育種技術の開発委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
「ブリ類・ゲノム
育種」共同研究
機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 68,700,000 68,700,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度麦及び飼料
作物の有用遺伝子の同
定とDNAマーカーの開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

麦及び飼料作
物の有用遺伝
子の同定とDNA
マーカーの開発
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 77,535,000 77,535,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度大豆及び畑
作物の有用遺伝子の同
定とDNAマーカーの開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
夏畑作物遺伝
子コンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 94,200,000 94,200,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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平成27年度園芸作物の
有用遺伝子の同定と
DNAマーカーの開発委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
園芸遺伝子コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 88,777,000 88,777,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度イネの低コ
スト化・省力化・環境負
荷低減に資する有用遺
伝子の同定とDNAマー
カーの開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「イネの低コスト
化・省力化・環
境負荷低減に
資する有用遺伝
子の同定とDNA
マーカーの開
発」共同研究機
関

東京都文京区
弥生1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 61,378,000 61,378,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度イネのDNA
マーカー育種の利用推
進委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
イネ育種支援コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 105,329,000 105,329,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度多数の遺伝
子が関与する形質を改
良する新しい育種技術
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
次世代育種コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 135,843,000 135,843,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度作物に画期
的な形質を付与する新
しいゲノム育種技術の
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

作物に画期的な
形質を付与する
新しいゲノム育
種技術の開発コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 38,370,000 38,370,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度新たな遺伝
子組換え生物にも対応
できる生物多様性影響
評価・管理技術の開発
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
GMOリスク分析
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 55,842,000 55,842,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度遺伝資源か
ら多様な地域特性や経
営戦略に即した有用遺
伝子を効率的に特定す
る技術の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
有用遺伝子創
出コンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 131,986,000 131,986,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度人工制限酵
素等を用いて有用遺伝
子を創出する技術の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ゲノム機能改変
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 21,078,000 21,078,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度遺伝子発現
を指標にイネの生育を
予測するシステムの開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
発現予測システ
ムコンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 37,976,000 37,976,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度遺伝資源の
効率的保存技術等の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
遺伝資源保存
技術コンソーシ
アム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 8,866,000 8,866,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
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移行困
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由

移行予
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公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度ゲノム情報
データベースの整備委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ゲノム情報
（データベース）
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 230,000,000 230,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成23年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度実需者等の
ニーズに対応した園芸
作物のＤＮＡマーカーの
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
園芸ニーズコン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 42,000,000 42,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度ゲノム情報
等を活用した薬剤抵抗
性管理技術の開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
薬剤抵抗性管
理技術の開発コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 80,500,000 80,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度海外植物遺
伝資源の遺伝特性解
析・収集委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人農業生物
資源研究所

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 73,800,000 73,800,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度我が国では
増殖が困難な熱帯地域
の植物遺伝資源の増殖
手法等の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
増殖手法共同
研究グループ

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 4,050,000 4,050,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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競争性のある
契約に移行予
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予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度米粉に適し
た品種及び低コスト粉
砕技術の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
米粉プロコン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 23,384,000 23,384,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度実需者等の
ニーズに応じた超多収
良食味業務用及び超多
収加工用水稲品種等の
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
バリュープロ
（稲）コンソーシ
アム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 38,128,000 38,128,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度実需者等の
ニーズに応じた加工適
性と広域適応性を持つ
小麦・大麦品種等の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
バリュープロ
（麦）コンソーシ
アム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 55,058,000 55,058,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度実需者等の
ニーズに応じた加工適
性と広域適応性を持つ
大豆品種等の開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
バリュープロ（大
豆）コンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 67,221,000 67,221,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度実需者等の
ニーズに応じた加工適
性を持つ野菜品種等の
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
業務用野菜品
種コンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 42,030,000 42,030,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度実需者等の
ニーズに応じた加工適
性を持つ果樹品種等の
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
加工適性果樹コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 26,306,000 26,306,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度草本を利用
したバイオエタノールの
低コスト・安定供給技術
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
草本バイオエタ
ノールコンソー
シアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 43,680,000 43,680,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を4年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度林地残材を
原料とするバイオ燃料
の製造技術の開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「林地残材を原
料とするバイオ
燃料の製造技
術の開発」共同
研究機関

石川県金沢市
湊3-8-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 50,840,000 50,840,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を4年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度木質リグニ
ンからの材料製造技術
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
木質リグニン共
同研究機関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 30,400,000 30,400,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を4年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度微細藻類を
利用した石油代替燃料
等の製造技術の開発委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

微細藻類を利用
した石油代替燃
料等の製造技
術の開発コン
ソーシアム

東京都文京区
春日1-13-27

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 93,431,000 93,431,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を4年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度施設園芸に
おける熱エネルギーの
効率的利用技術の開発
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
熱プロコンソー
シアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 69,727,000 69,727,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度施設園芸に
おける効率的かつ低コ
ストなエネルギー供給
装置及び利用技術の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
熱CO2コンソー
シアム

岐阜県岐阜市
柳戸1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 51,000,000 51,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成26年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度生物多様性
を活用した安定的農業
生産技術の開発委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

気候変動対策プ
ロ（生物多様性
保全）コンソーシ
アム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 46,628,000 46,628,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度土着天敵を
有効活用した害虫防除
システムの開発委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
土着天敵コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 34,814,000 34,814,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を4年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度有機農業を
特徴づける客観的指標
の開発と安定生産技術
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
新有機農業コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 15,200,000 15,200,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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契約に移行予
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予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度ＤＮＡマー
カー育種の高度化のた
めの技術開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
動物ＤＮＡコン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 127,588,000 127,588,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度繁殖サイク
ルの短縮や受胎率向上
のための技術開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
繁殖サイクルコ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 61,400,000 61,400,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度優れたワク
チン開発のための技術
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
動物ワクチンコ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 57,252,000 57,252,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度農林業に係
る気候変動の影響評価
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
高精度影響評
価コンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 53,884,000 53,884,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度極端現象の
増加に係る農業水資
源、土地資源及び森林
の脆弱性の影響評価委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
気候変動対策プ
ロ（極端現象）コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 21,577,000 21,577,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度漁業・養殖
業に係る気候変動の影
響評価委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「漁業・養殖業
に係る気候変動
の影響評価」共
同研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 46,850,000 46,850,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度温暖化の進
行に適応する畜産の生
産安定技術の開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
気候変動対策プ
ロ（畜産）コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 48,739,000 48,739,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度新世代林業
種苗を短期間で作出す
る技術の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

新世代林業種
苗を短期間で作
出する技術の開
発共同研究機
関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 36,130,000 36,130,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を4年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度低コストな
森林情報把握技術の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
低コスト森林情
報把握技術共
同研究機関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 15,714,000 15,714,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度伐採木材の
高度利用技術の開発委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
伐採木材高度
利用技術共同
研究機関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 23,463,000 23,463,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度温暖化の進
行に適応するノリの育
種技術の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ノリ育種技術開
発共同研究機
関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 34,814,000 34,814,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度メタゲノム解
析による微生物相の把
握及び環境評価技術の
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「メタゲノム解析
による微生物相
の把握及び環
境評価技術の
開発」共同研究
機関

東京都港区虎ノ
門4-3-13

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 27,568,000 27,568,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成23年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度微生物相に
基づく漁業被害の発生
予測・抑制技術の開発
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「微生物相に基
づく漁業被害の
発生予測・抑制
技術の開発」共
同研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 33,966,000 33,966,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成23年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度シラスウナ
ギの安定生産技術の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「持続的養殖プ
ロ研（シラスウナ
ギ）」共同研究
機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 71,126,000 71,126,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度クロマグロ
高品質稚魚の供給技術
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「持続的養殖プ
ロ研（クロマグ
ロ）」共同研究機
関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 100,000,000 100,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度生態系ネッ
トワーク修復による持続
的な沿岸漁業生産技術
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
生態系ネット
ワーク共同研究
機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 72,000,000 72,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度水稲におけ
るヒ素のリスクを低減す
る栽培管理技術の開発
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
フードチェーンプ
ロヒ素コンソー
シアム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 70,801,000 70,801,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度カビ毒の動
態解明と産生低減技術
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
カビ毒動態コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 32,652,000 32,652,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度損傷菌の発
生機序の解明と検出・
制御技術の開発委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
損傷菌研究コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 60,193,000 60,193,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度海外からの
侵入が危惧される重要
家畜疾病の侵入・まん
延防止技術の開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

国立研究開発
法人農業･食品
産業技術総合
研究機構

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 295,336,000 295,336,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度重要家畜疾
病の迅速・的確な防疫
措置に必要な技術の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

国立研究開発
法人農業･食品
産業技術総合
研究機構

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 22,041,000 22,041,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度アジア地域
の農地における温室効
果ガス排出削減技術の
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
MIRSA-2共同研
究グループ

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 20,225,000 20,225,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度途上国にお
ける乾燥耐性品種の開
発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
乾燥耐性GM共
同研究グループ

茨城県つくば市
大わし1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 31,011,000 31,011,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度途上国にお
ける農産廃棄物の有効
活用による気候変動緩
和技術の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

国立研究開発
法人国際農林
水産業研究セン
ター

茨城県つくば市
大わし1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 10,786,000 10,786,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（研究ス
テージ移行）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
有用サポニン生
産技術開発コン
ソーシアム

大阪府吹田市
山田丘2-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 50,000,000 50,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約の
内、研究ステー
ジ移行評価をさ
れたものであ
る。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（研究ス
テージ移行）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業
26002ABコン
ソーシアム

京都府京都市
左京区吉田本
町36-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 49,920,000 49,920,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約の
内、研究ステー
ジ移行評価をさ
れたものであ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（研究ス
テージ移行）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
デュアル抵抗性
蛋白質システム

岡山県赤磐市
神田沖1174-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 46,000,000 46,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約の
内、研究ステー
ジ移行評価をさ
れたものであ
る。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（研究ス
テージ移行）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
プロジェクトERG
コンソーシアム

奈良県生駒市
高山町8916-5

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 50,000,000 50,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約の
内、研究ステー
ジ移行評価をさ
れたものであ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（研究ス
テージ移行）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

ゲノム育種水稲
品種の低コスト
生産と適地拡大
コンソーシアム

岩手県北上市
成田20-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 30,000,000 30,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約の
内、研究ステー
ジ移行評価をさ
れたものであ
る。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（研究ス
テージ移行）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
トラフグ育種共
同研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 29,939,000 29,939,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約の
内、研究ステー
ジ移行評価をさ
れたものであ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25010
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 47,500,000 47,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25011
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 33,736,000 33,736,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
25012A共同研
究機関

千葉県柏市柏
の葉5-1-5

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 46,821,000 46,821,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ムギ類ゲノム育
種システム共同
研究機関

岡山県岡山市
北区津島中一
丁目1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 43,245,000 43,245,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25014
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 38,137,000 38,137,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
次世代カイコ機
能開発コンソー
シアム

大阪府吹田市
山田丘2-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 43,245,000 43,245,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

オートファジーに
よる高機能食品
開発コンソーシ
アム

東京都文京区
湯島1-5-45

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 35,280,000 35,280,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
バイプラコン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 38,637,000 38,637,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

家畜ピロプラズ
マ病予防・治療
法開発コンソー
シアム

北海道帯広市
稲田町西2線11
番地

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 27,000,000 27,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
醸造油プロジェ
クトコンソーシア
ム

新潟県新潟市
秋葉区東島字
山居265-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 45,080,000 45,080,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
食品分析リアル
タイムセンサ研
究グループ

大阪府堺市中
区学園町1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 34,879,000 34,879,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

昆虫嗅覚受容
体利用型カビ臭
検出センサ開発
共同研究機関

東京都目黒区
駒場4-6-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 46,267,000 46,267,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「新規な繁殖中
枢制御剤開発
による家畜繁殖
技術と野生害獣
個体数抑制技
術の革新」共同
研究機関

東京都文京区
弥生1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 41,761,000 41,761,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

大学共同利用
機関法人自然
科学研究機構
基礎生物学研
究所

愛知県岡崎市
明大寺町字西
郷中38

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 7,800,000 7,800,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

国立研究開発
法人農業・食品
産業技術総合
研究機構

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,706,000 8,706,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
東京大学

東京都文京区
弥生1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,585,000 9,585,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
繁殖制御コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,710,000 8,710,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
東京大学

東京都文京区
弥生1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,000,000 9,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
東北大学

宮城県仙台市
青葉区堤通雨
宮町1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,463,000 8,463,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「重力屈性に影
響を及ぼす生理
活性物質の開
発と農林業への
利用」共同研究
機関

東京都府中市
晴見町3-8-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 42,750,000 42,750,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「インターフェロ
ンとその関連因
子による妊娠補
助剤と抗ウイル
ス療法の開発」
共同研究機関

東京都文京区
弥生1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 36,890,000 36,890,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
高機能βグルカ
ン開発共同研究
機関

東京都新宿区
神楽坂1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 46,500,000 46,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25032
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 46,221,000 46,221,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
低カロリー米研
究開発コンソー
シアム

秋田県秋田市
下新城中野字
街道端西241-
438

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 39,067,000 39,067,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

ウシ小型ピロプ
ラズマ病のワク
チン開発研究コ
ンソーシアム

北海道帯広市
稲田町西2線11
番地

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 46,500,000 46,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
新米粉シリーズ
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台2-1-2

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 23,415,000 23,415,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
東北再造林共
同研究機関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 13,578,000 13,578,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
トチュウエラスト
マーコンソーシ
アム

大阪府吹田市
山田丘2-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 46,500,000 46,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25042
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 6,770,000 6,770,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25044
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,300,000 9,300,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「イネ種子温湯
消毒法における
高温耐性を向上
させる技術の確
立」共同研究機
関

東京都府中市
晴見町3-8-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,300,000 9,300,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25051
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 13,185,000 13,185,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25052
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 37,284,000 37,284,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25053
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 13,550,000 13,550,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25054
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 26,083,000 26,083,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「海苔の機能成
分を生かした抗
メタボリックシン
ドローム食品の
創製」共同研究
機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 41,686,000 41,686,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
次世代型土壌
病害診断コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 39,174,000 39,174,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業
25057Cコンソー
シアム

京都府京都市
伏見区深草塚
本町67

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,245,000 8,245,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ソルガム土壌浄
化コンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,298,000 9,298,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
構造用面材共
同研究機関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 20,062,000 20,062,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25060
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 22,553,000 22,553,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
実用技術
（25061C）夏茶
コンソーシアム

鹿児島県南さつ
ま市金峰町大野
2200

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 11,579,000 11,579,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25062
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,395,000 18,395,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25063
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,015,000 16,015,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25064
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 19,352,000 19,352,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25065
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 17,150,000 17,150,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25066
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 30,075,000 30,075,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25067
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 13,055,000 13,055,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
「ウイルスフリー
クルマエビ」共
同研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 26,566,000 26,566,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25070
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 19,666,000 19,666,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25071
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 24,202,000 24,202,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
「魚種拡大」共
同研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3ｸｲｰﾝ
ｽﾞﾀﾜｰB棟15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 22,744,000 22,744,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25073
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 25,952,000 25,952,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25074
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,563,000 18,563,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
球根増殖コン
ソーシアム

宮崎県宮崎市
佐土原町下那
珂5805

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,305,000 18,305,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25076
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 26,055,000 26,055,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
イチゴ種子繁殖
型品種研究コン
ソーシアム

三重県津市広
明町13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 17,345,000 17,345,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
モモ果肉障害対
策技術開発共
同研究機関

岡山県岡山市
北区津島中一
丁目1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 12,711,000 12,711,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
形状保持軟化
介護食共同研
究機関

広島県広島市
中区千田町3-
7-47

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 26,787,000 26,787,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

普及型オンサイ
ト家畜感染症検
査システム開発
コンソーシアム

東京都港区芝
浦1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 25,143,000 25,143,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

震災後の常磐
周辺海域におけ
る底魚資源管理
技術の開発共
同研究機関

福島県福島市
杉妻町2-16

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,378,000 9,378,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業25083
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 6,510,000 6,510,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

東北地方海岸
林再生に向けた
マツノザイセン
チュウ抵抗性ク
ロマツ種苗生産
の飛躍的向上
共同研究機関

茨城県日立市
十王町伊師
3809-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 5,375,000 5,375,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

都市近郊野菜
の光害阻止照
明開発コンソー
シアム共同研究
機関

山口県山口市
吉田1677-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,100,000 9,100,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

日向夏搾汁残
渣実用化プロ
ジェクト共同研
究機関

宮崎県宮崎市
学園木花台西
1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,062,000 8,062,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
底魚資源管理
研究開発コン
ソーシアム

島根県松江市
殿町1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,648,000 8,648,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
海女漁業支援
研究開発コン
ソーシアム

三重県津市広
明町13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 5,706,000 5,706,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
もち小麦実用技
術開発会議

青森県青森市
大字浜館字間
瀬58-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 6,315,000 6,315,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
シュートヒータ研
究開発コンソー
シアム

石川県野々市
市末松1-308

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 1,930,000 1,930,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

革新的土壌管
理技術と診断
キット研究開発
コンソーシアム

長野県松本市
波田5632-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,686,000 8,686,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

マイタケの高機
能性プレバイオ
ティクス食品とし
ての実証と低コ
スト栽培技術の
普及コンソーシ
アム

北海道札幌市
北区北19条西
11丁目

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,686,000 16,686,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
伐採造林システ
ム共同研究機
関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 19,999,000 19,999,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
TSUBAKIコン
ソーシアム五島

長崎県長崎市
江戸町2-13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,880,000 16,880,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

スギ原木供給と
高付加価値製
品研究開発コン
ソーシアム

秋田県秋田市
下新城中野字
街道端西241-
438

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,697,000 18,697,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
公益財団法人
函館地域産業
振興財団

北海道函館市
桔梗町379

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,536,000 16,536,000 100.0% 公財
都道府
県所管

0 0 - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「高機能性ウメ
品種「露茜」安
定生産・加工技
術の開発」共同
研究機関

和歌山県和歌
山市小松原通
1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 17,655,000 17,655,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農薬ケミカルバ
イオロジーコン
ソーシアム

埼玉県和光市
広沢2-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 66,960,000 66,960,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
東北大学

宮城県仙台市
青葉区堤通雨
宮町1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 11,969,000 11,969,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「糸状菌の培養
環境に適応した
物質生産制御シ
ステムの開発」
共同研究機関

愛知県名古屋
市千種区不老
町

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 58,590,000 58,590,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
岩手大学

岩手県盛岡市
上田3-18-8

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 22,599,000 22,599,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

トマトの単為結
果分子機構解
明コンソーシア
ム

茨城県つくば市
天王台1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 54,405,000 54,405,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
植物調節剤開
発事業共同研
究機関

静岡県静岡市
駿河区大谷836

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 58,590,000 58,590,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「ガスプラズマを
用いた農産物の
殺菌・消毒法の
開発」共同研究
機関

沖縄県中頭郡
西原町字千原1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 25,110,000 25,110,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

セルロソーム再
構築微生物研
究開発コンソー
シアム

三重県津市栗
真町屋町1577

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 25,110,000 25,110,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
アレルギー診断
技術開発コン
ソーシアム

広島県東広島
市鏡山1-3-2

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 23,938,000 23,938,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人理化学研
究所

埼玉県和光市
広沢2-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 22,599,000 22,599,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
愛媛大学

愛媛県松山市
道後樋又10-13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 25,077,000 25,077,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
26020A家畜寄
生虫症制御共
同研究機関

東京都文京区
本郷7-3-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 45,000,000 45,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業
26021Aコンソー
シアム

京都府京都市
左京区吉田本
町36-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 50,159,000 50,159,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業
26047Aコンソー
シアム

京都府京都市
左京区吉田本
町36-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 37,245,000 37,245,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「ストレス軽減作
用を持つ機能性
食品の評価法
の確立とその開
発」に関する共
同研究機関

東京都港区三
田2-15-45

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 41,850,000 41,850,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業
26049Aコンソー
シアム

京都府京都市
左京区吉田本
町36-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 43,710,000 43,710,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

ラビリンチュラ類
を用いた機能性
脂質の生産基
盤の構築と活用
共同研究機関

福岡県福岡市
東区箱崎6-10-
1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 41,850,000 41,850,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「絹フィブロイン
基盤メディカル
シートデバイス
の創製と心臓組
織修復材料へ
の応用」共同研
究機関

東京都府中市
晴見町3-8-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 40,913,000 40,913,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「イオン液体に
よる革新的バイ
オリファイナリー
システムの創
出」共同研究機
関

東京都府中市
晴見町3-8-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 41,373,000 41,373,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26053
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,742,000 8,742,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
九州大学

福岡県福岡市
東区箱崎6-10-
1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 6,937,000 6,937,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
食とポリアミン共
同研究機関

栃木県下野市
薬師寺3311-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,928,000 8,928,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
麹セラミド機能
性解明コンソー
シアム

佐賀県佐賀市
本庄町1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,742,000 8,742,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
「オメガ３素材開
発」共同研究機
関

北海道函館市
港町3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,839,000 8,839,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

牛難治性疾病
に対する多機能
型バイオ医薬
（抗体医薬）の
創出と発展的応
用コンソーシア
ム

北海道札幌市
北区北18条西9
丁目

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 48,500,000 48,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
地域特産作物
グループ化コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 43,500,000 43,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
アンカー型メガ
ロ糖開発共同研
究機関

北海道札幌市
北区北9条西9
丁目

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 45,000,000 45,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

薬用系機能性
樹木の生産効
率化手法の開
発共同研究機
関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,810,000 8,810,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26065
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,100,000 9,100,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

卵受精保持能，
子宮・卵管内精
子運動調節機
構に着眼した効
率的ブタ人工授
精法の開発共
同研究機関

広島県東広島
市鏡山1-3-2

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,200,000 9,200,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26069
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 12,244,000 12,244,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26070
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 25,009,000 25,009,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26071
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,959,000 16,959,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26072
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 20,189,000 20,189,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「高機能バイオ
肥料実用化コン
ソーシアム」共
同研究機関

東京都府中市
晴見町3-8-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 17,026,000 17,026,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ヘプタクロル診
断コンソーシア
ム

北海道札幌市
北区北19条西
11丁目

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 13,141,000 13,141,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
菌類活用共同
研究機関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 21,384,000 21,384,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
粒ブドウ生産流
通研究コンソー
シアム

三重県津市広
明町13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 12,828,000 12,828,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
26077Cネット脱
臭コンソーシア
ム

群馬県前橋市
富士見町小暮
2425

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 4,464,000 4,464,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26078
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,007,000 9,007,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
崩壊危険地抽
出共同研究機
関

茨城県つくば市
松の里1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,814,000 8,814,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「地域振興に資
する薬草栽培事
業の技術開発」
コンソーシアム

石川県金沢市
角間町ヌ7番地

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 5,959,000 5,959,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
新規乳酸菌製
剤の開発共同
研究機関

岡山県岡山市
北区津島中一
丁目1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,290,000 9,290,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
水溶性フラボノ
イドコンソーシア
ム

長崎県長崎市
江戸町2-13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 14,828,000 14,828,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
スマ早期種苗完
全養殖共同研
究機関

愛媛県松山市
道後樋又10-13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,503,000 16,503,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
新需要大麦等
育種コンソーシ
アム

長野県須坂市
大字小河原492

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 15,456,000 15,456,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
スーパータマイ
ズミ開発コン
ソーシアム

三重県津市広
明町13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,198,000 8,198,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26086
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 15,633,000 15,633,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26087
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 10,453,000 10,453,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26088
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,755,000 9,755,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26089
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,600,000 18,600,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26090
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,800,000 18,800,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26091
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,367,000 16,367,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26092
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,354,000 18,354,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26093
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 16,348,000 16,348,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26094
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 8,247,000 8,247,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食小豆品種
開発26095Cコン
ソーシアム

北海道札幌市
北区北19条西
11丁目

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 10,000,000 10,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

農食研究
（26096C）アミロ
ペクチン短鎖化
水稲品種開発コ
ンソーシアム

愛知県名古屋
市中区三の丸
三丁目1-2

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 15,980,000 15,980,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
北海道小麦品
種開発コンソー
シアム

北海道札幌市
北区北19条西
11丁目

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,600,000 18,600,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食大豆品種
開発26098Cコン
ソーシアム

北海道札幌市
北区北19条西
11丁目

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,480,000 18,480,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農食事業26099
コンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,600,000 18,600,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
供給拡大ビワ共
同研究コンソー
シアム

長崎県長崎市
江戸町2-13

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 12,200,000 12,200,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

機能性を有し機
械収穫に適する
高品質新品種
の育成と「信州
ひすいそば」ブ
ランドの強化共
同研究コンソー
シアム

長野県松本市
旭3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 7,425,000 7,425,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

実用技術
(26102)ピーマン
育種コンソーシ
アム

宮崎県宮崎市
佐土原町下那
珂5805

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 15,180,000 15,180,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「新規需要開拓
のためのチュー
リップ新品種育
成と切り花等高
品質化技術の
開発」共同研究
機関

富山県富山市
新総曲輪１－７

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,114,000 9,114,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
（26104C）パイン
アップル育種コ
ンソーシアム

沖縄県糸満市
真壁820

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,399,000 9,399,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

品質･収量の高
位安定化が可
能なビール醸造
用大麦品種の
開発共同研究
機関

栃木県宇都宮
市瓦谷町1080

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,800,000 18,800,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
東北オリジナル
品種開発コン
ソーシアム

東京都北区西ヶ
原3-1-12西ヶ原
創美ﾊｲﾂ2階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,800,000 18,800,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
高オレイン酸落
花生コンソーシ
アム

千葉県千葉市
中央区市場町
1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 6,622,000 6,622,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
（26108C）サトウ
キビ育種コン
ソーシアム

沖縄県糸満市
真壁820

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 18,887,000 18,887,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度農林水産
業・食品産業科学技術
研究推進事業（継続課
題）委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
一般財団法人
日本きのこセン
ター

鳥取県鳥取市
富安1-84

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 9,500,000 9,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3～5年
とした競争的研
究資金によるも
ので、平成25年
度、26年度に研
究課題の公募を
行った結果、実
施課題及び実施
機関が採択され
たもの、又、農
研機構で実施し
ていたイノベー
ション創出基礎
的研究推進事業
から移管したも
のの継続契約で
ある。

平成27年度知の集積に
よる産学連携推進事業
のうち事業化を加速す
る産学連携支援事業委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
地域産学連携コ
ンソーシアム

東京都港区赤
坂1-9-13

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 112,849,000 112,849,000 100.0% - - - - - - -

本事業は事業期
間を3年として平
成25年度に企画
競争を行い実施
機関を選定した
委託事業の継続
契約である。

平成27年度地球環境保
全試験研究「センサー
ネットワーク化と自動解
析化による陸域生態系
の炭素循環変動把握の
精緻化に関する研究」
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人農業環境
技術研究所

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 3,482,000 3,482,000 100.0% - - - - - - -

本事業は環境省
において研究課
題が公募され採
択された研究課
題の配分予算
が、実施機関を
所管する各府省
に移し替えられ
契約を締結した
ものである。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度地球環境保
全試験研究「アジア陸
域の指標生態系におけ
る温暖化影響の長期モ
ニタリング研究」委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人農業環境
技術研究所

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 2,981,000 2,981,000 100.0% - - - - - - -

本事業は環境省
において研究課
題が公募され採
択された研究課
題の配分予算
が、実施機関を
所管する各府省
に移し替えられ
契約を締結した
ものである。

平成27年度地球環境保
全試験研究「気候変動
が世界各地のコメ収量
に及ぼす影響を予測す
るための耕地環境スト
レスモニタリング」委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人農業環境
技術研究所

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 10,783,000 10,783,000 100.0% - - - - - - -

本事業は環境省
において研究課
題が公募され採
択された研究課
題の配分予算
が、実施機関を
所管する各府省
に移し替えられ
契約を締結した
ものである。

平成27年度地球環境保
全試験研究「東アジアに
おける森林動態観測
ネットワークを用いた森
林炭素収支の長期変動
観測に関する研究」委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

国立研究開発
法人国際農林
水産業研究セン
ター

茨城県つくば市
大わし1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 3,709,000 3,709,000 100.0% - - - - - - -

本事業は環境省
において研究課
題が公募され採
択された研究課
題の配分予算
が、実施機関を
所管する各府省
に移し替えられ
契約を締結した
ものである。

平成27年度地球環境保
全試験研究「気候変動
が世界各地のコメ収量
に及ぼす影響を予測す
るための耕地環境スト
レスモニタリング」委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

国立研究開発
法人国際農林
水産業研究セン
ター

茨城県つくば市
大わし1-1

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - 1,824,000 1,824,000 100.0% - - - - - - -

本事業は環境省
において研究課
題が公募され採
択された研究課
題の配分予算
が、実施機関を
所管する各府省
に移し替えられ
契約を締結した
ものである。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度土地利用型
営農技術の実証研究委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
土地利用型コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 107,288,000 107,288,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度施設園芸栽
培の省力化・高品質化
実証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
施設園芸復興コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

- - - 96,000,000 96,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を7年とし
て平成23年度に
行政目的を達成
するために不可
欠な特定の情報
を提供すること
が可能な実施機
関として締結し
た委託事業の継
続契約である。

平成27年度生体調節機
能成分を活用した野菜
生産技術の実証研究委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
機能性評価コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

- - - 68,177,000 68,177,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を7年とし
て平成23年度に
行政目的を達成
するために不可
欠な特定の情報
を提供すること
が可能な実施機
関として締結し
た委託事業の継
続契約である。

平成27年度露地園芸技
術の実証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
露地園芸コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 24,000,000 24,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度被災地の早
期復興に資する果樹生
産・利用技術の実証研
究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
地域再生（果樹
生産）コンソーシ
アム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

- - - 37,600,000 37,600,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を7年とし
て平成23年度に
行政目的を達成
するために不可
欠な特定の情報
を提供すること
が可能な実施機
関として締結し
た委託事業の継
続契約である。

平成27年度高品質な果
実等を提供するための
流通技術の実証研究委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
地域再生（果実
流通）コンソーシ
アム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 45,100,000 45,100,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度被災地にお
ける農産物加工技術の
実証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

復興を加速化す
る新食品加工技
術実証共同研
究機関

宮城県黒川郡
大和町学苑1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 20,800,000 20,800,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度農村地域に
おける未利用エネル
ギー利活用実証研究委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農業ＥＭＳコン
ソーシアム

東京都港区芝5
丁目33-8

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 61,000,000 61,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度減災・防災
システムの開発・実証研
究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
減災・防災コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 49,600,000 49,600,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度天然資源へ
の影響を軽減した持続
的な漁業・養殖業生産
システムの実用化・実証
研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「持続的な漁業・
養殖業生産シス
テムの実用化・
実証研究事業」
共同研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイー
ンズタワーB15
階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 69,350,000 69,350,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度アワビの緊
急増殖技術開発研究委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「アワビの緊急
増殖技術開発
研究」共同研究
機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイー
ンズタワーB15
階

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

- - - 20,600,000 20,600,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を7年とし
て平成23年度に
行政目的を達成
するために不可
欠な特定の情報
を提供すること
が可能な実施機
関として締結し
た委託事業の継
続契約である。

平成27年度地域資源を
活用した省エネ・省コス
ト・高付加価値型の水産
業・水産加工業の実用
化・実証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「高付加価値型
の水産業の実
用化」共同研究
機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイー
ンズタワーB15
階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 132,164,000 132,164,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度自然エネル
ギーを利用した漁村の
スマート・コミュニティ化
技術実用化・実証研究
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

災害に強い漁村
のスマートコミュ
ニティ化研究の
共同研究機関

東京都渋谷区
渋谷3-15-6

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 45,000,000 45,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を6年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度技術・経営
診断技術開発研究委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
新食料基地コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

- - - 48,047,000 48,047,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を7年とし
て平成23年度に
行政目的を達成
するために不可
欠な特定の情報
を提供すること
が可能な実施機
関として締結し
た委託事業の継
続契約である。

平成27年度中小区画土
地利用型営農技術の実
証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
中小区画土地
利用型コンソー
シアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 46,500,000 46,500,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度中山間地域
における施設園芸技術
の実証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
中山間地域施
設園芸研究グ
ループ

岩手県北上市
成田20-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 93,400,000 93,400,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度クラウドを利
用した養液土耕栽培支
援システムの開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ICT養液土耕研
究開発コンソー
シアム

東京都千代田
区神田駿河台
1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 10,000,000 10,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度セルロース
系材質の小型改質装置
による効率的な熱供給
技術の実証開発委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
恵和興業株式
会社

宮城県仙台市
泉区西田中字
杭城山55-6

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 9,900,000 9,900,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度ブランド化を
促進する果実の生産・
加工技術の実証研究委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ブランド化促進
(果樹)研究グ
ループ

岩手県北上市
成田20-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 25,000,000 25,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度ブランド化を
促進する野菜の生産・
加工技術の実証研究委
託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ブランド化促進
(野菜)研究グ
ループ

岩手県北上市
成田20-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 34,000,000 34,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度北限ユズ果
汁の瞬間的高圧搾汁に
よる高付加価値化実証
研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

北限ユズ果汁の
瞬間的高圧搾
汁による高付加
価値化実証研
究コンソーシア
ム

沖縄県名護市
辺野古905

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 28,000,000 28,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度貝類養殖業
の安定化、省コスト・効
率化のための実証研究
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「貝類養殖業に
関する先端技術
展開事業」共同
研究機関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイー
ンズタワーB15
階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 55,100,000 55,100,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度養殖カキの
共販事業における予約
取引市場に関する実証
研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人産業技術
総合研究所

東京都千代田
区霞が関1-3-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 35,000,000 35,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度サケ科魚類
養殖業の安定化、省コ
スト・効率化のための実
証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
「サケ科魚類養
殖」共同研究機
関

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイー
ンズタワーB15
階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 62,050,000 62,050,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度養殖ギンザ
ケの高付加価値化のた
めの効率的なピンボー
ン除去システムの開発
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
ピンボーン除去
システムの共同
研究機関

大阪府堺市中
区八田寺町
476-9

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 15,000,000 15,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度低・未利用、
低価格魚介藻及び加工
残渣を原料とした加工
品の開発等による水産
加工の省コスト化・効率
化、付加価値向上等に
関する実証研究委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「水産加工業の
省コスト化・効率
化、付加価値向
上の実証研究」
共同研究機関

山口県下関市
永田本町2-7-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 43,690,000 43,690,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
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移行困
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由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度サメ肉のア
ンモニア臭抑制加工技
術実証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立大学法人
東京海洋大学

東京都港区港
南4丁目5-7

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 10,000,000 10,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度イカの加工
副次産物等を原料とし
た健康機能性食品乳化
剤の開発実証研究委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「水産副次産物
の高付加価値
化」共同研究機
関

北海道函館市
港町3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 10,000,000 10,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度周年安定生
産を可能とする花き栽
培技術の実証研究委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
地域再生（花き
生産）コンソーシ
アム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 114,360,000 114,360,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度野菜栽培に
よる農業経営を可能と
する生産技術の実証研
究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
苗産業ふくしま
復興コンソーシ
アム

東京都北区西ヶ
原3-1-12

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 135,204,000 135,204,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度植物工場の
高収量化・高効率生産
に向けた統合型環境制
御システムの開発委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

野菜生産技術
－植物工場共
同実証研究機
関

千葉県柏市柏
の葉6-2-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 24,000,000 24,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度自営広域無
線による遠隔モニタリン
グと太陽光発電利用に
よる環境制御技術確立
のための実証研究委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
農業ITふくしま
応援コンソーシ
アム

東京都港区芝
浦3-4-1グラン
パークタワー

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 11,200,000 11,200,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度持続的な果
樹経営を可能とする生
産技術の実証研究委託
事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

果樹園の早期
成園化を可能と
する実証研究コ
ンソーシアム

東京都北区西ヶ
原3-1-12

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 38,250,000 38,250,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度先進果樹苗
生産工場との連携によ
るブルーベリーのオフ
シーズン出荷技術の実
証研究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

「福島ブルーベ
リープロジェク
ト」共同研究機
関

東京都府中市
晴見町3-8-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 15,000,000 15,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度新たな農産
物情報管理と測定デー
タ大量・多次元解析に
関する実証研究委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
富士通株式会
社

神奈川県川崎
市中原区上小
田中4-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 12,000,000 12,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度持続的な畜
産経営を可能とする生
産・管理技術の実証研
究委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
地域再生（持続
的畜産）コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 96,000,000 96,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。
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契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度エネル
ギー・資源循環型営農
技術の実証研究委託事
業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
福島資源循環コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 40,800,000 40,800,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を5年とし
て平成25年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度カリ施用か
らの卒業に向けた土壌
リスク評価技術の開発
委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
水稲移行低減コ
ンソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 15,000,000 15,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度出荷拡大に
向けた果樹生産技術の
開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日

放射能プロ（果
樹園・茶園の除
染技術）コン
ソーシアム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 10,000,000 10,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度畜産再開に
向けた牧草生産技術等
の開発委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
低吸収品種栽
培コンソーシア
ム

茨城県つくば市
観音台3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 24,000,000 24,000,000 100.0% - - - - - - -

本事業は研究開
発期間を3年とし
て平成24年度に
企画競争を行い
実施機関を選定
した委託事業の
継続契約であ
る。

平成27年度放射性物質
測定調査委託事業

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人農業環境
技術研究所

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 18,243,000 18,243,000 100.0% - - - - 1 0 - -



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率
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契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度放射能調査
研究委託事業のうち「農
林生産環境中における
放射性核種の濃度変動
の要因と動態の解明」

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事
務局長　西郷　正道

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日
国立研究開発
法人農業環境
技術研究所

茨城県つくば市
観音台3-1-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 30,873,000 30,873,000 100.0% - - - - 1 0 - -

独立行政法人家畜改良
センター茨城牧場長野
支場の宿舎用地土地賃
貸借料

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長 石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日 長野県
長野県長野市
大字南長野字
幅下692-2

会計法第
29条の3
第4項（賃
貸借契
約）

引き続き使用する宿舎敷地に
ついての契約であり、場所が限
定され、供給者が一に特定され
るため

- - - 8,814,900 - - - - - - - - -

西合志宿舎敷地賃貸借
料

支出負担行為担当官
農林水産省大臣官房
経理課長 石上和夫

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日 熊本県
熊本県熊本市
水前寺6-18-1

会計法第
29条の3
第4項（賃
貸借契
約）

引き続き使用する宿舎敷地に
ついての契約であり、場所が限
定され、供給者が一に特定され
るため

- - - 12,479,052 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月1日 三重県
三重県津市広
明町13

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 7,317,000 - - - - - - - - -

平成27年度国有林ネッ
トワークシステムの機器
賃貸借及び保守　一式

支出負担行為担当官
林野庁長官　　今井
敏

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
東京センチュ
リーリース株式
会社

東京都千代田
区神田練堀町3
番地

予決令第
102条の4
第4号ﾛ
（有利随
意契約）

一般競争による調達を行った場
合、新規事業者は、データの移
行費用に加え、機器の調達・構
築経費を計上する必要があり、
現行契約の事業者を下回る価
格を提示することは困難である
とともに、機器の構築、データ移
行にあたっては確実に移行が
検証されるまでの期間は現行
機器と並行稼働する必要があ
り、非合理的であるため。

- - - 42,765,084 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 北海道
北海道札幌市
中央区北3条西
6

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 43,730,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 群馬県
群馬県前橋市
大手町1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 2,446,000 - - - - - - - - -
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び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 神奈川県
神奈川県横浜
市中区日本大
通り1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 2,945,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 岐阜県
岐阜県岐阜市
藪田南2-1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 9,223,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 和歌山県
和歌山県和歌
山市小松原通
1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 4,149,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 鳥取県
鳥取県鳥取市
東町1-220

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 821,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 高知県
高知県高知市
丸ノ内1-2-20

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 7,477,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月3日 鹿児島県
鹿児島県鹿児
島市鴨池新町
10-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 9,319,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 岩手県
岩手県盛岡市
内丸10-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 9,438,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 宮城県
宮城県仙台市
青葉区本町3-
8-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 5,901,000 - - - - - - - - -
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保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 秋田県
秋田県秋田市
山王4-1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 22,579,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 栃木県
栃木県宇都宮
市塙田1-1-20

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 964,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 富山県
富山県富山市
新総曲輪1-7

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 9,176,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 静岡県
静岡県静岡市
葵区追手町9-6

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 12,300,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 愛知県
愛知県名古屋
市中区三の丸
3-1-2

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 3,632,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 京都府

京都府京都市
上京区下立売
通新町西入藪ノ
内町

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 1,745,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 島根県
島根県松江市
殿町1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 8,650,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 山口県
山口県山口市
滝町1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 2,887,000 - - - - - - - - -
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定のもの
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区分
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び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 徳島県
徳島県徳島市
万代町1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 5,080,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 福岡県
福岡県福岡市
博多区東公園
7-7

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 6,846,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 長崎県
長崎県長崎市
江戸町2-13

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 2,327,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 大分県
大分県大分市
大手町3-1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 8,686,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 宮崎県
宮崎県宮崎市
橘通東2-10-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 11,230,000 - - - - - - - - -

東日本大震災からの復
興に向けた保安林配備
対策事業一式

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 岩手県
岩手県盛岡市
内丸10-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 7,565,000 - - - - - - - - -

東日本大震災からの復
興に向けた保安林配備
対策事業一式

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 宮城県
宮城県仙台市
青葉区本町3-
8-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 3,500,000 - - - - - - - - -

東日本大震災からの復
興に向けた保安林配備
対策事業一式

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月7日 新潟県
新潟県新潟市
中央区新光町
4-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 2,200,000 - - - - - - - - -
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争等）

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 青森県
青森県青森市
長島1-1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 7,287,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 新潟県
新潟県新潟市
中央区新光町
4-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 15,060,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 石川県
石川県金沢市
鞍月1-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 3,217,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 兵庫県
神戸市中央区
下山手通5-10-
1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 3,211,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 奈良県
奈良県奈良市
登大路町30

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 2,434,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 熊本県
熊本県熊本市
中央区水前寺
6-18-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 11,512,000 - - - - - - - - -

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テムの実証１号契約（岩
手県釜石地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日
株式会社オー
テック

岩手県北上市
滑田２０番地９２
号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 225,766,905 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
25年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テムの実証２号契約（福
島県いわき・南相馬地
域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日
株式会社ネオナ
イト

島根県松江市
富士見町１番地
７

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 43,546,384 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
25年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テムの実証４号契約（栃
木県那珂川地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日
株式会社那珂
川バイオマス

栃木県那珂川
郡那珂川町大
山田下郷３５６８
番地７４号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 239,415,494 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
25年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テムの実証５号契約（千
葉県山武・長生地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日
国立大学法人
千葉大学

千葉県千葉市
稲毛区弥生町１
番３３号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 196,841,119 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
25年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テムの実証６号契約（山
口県地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 山口県
山口県山口市
滝町１番１号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 163,000,000 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
25年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テムの実証３号契約（福
島県南会津地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日
福島ミドリ安全
株式会社

福島県郡山市
桑野町４丁目１
番２２号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 263,049,129 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
25年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テム等の実証９号契約
（福井県あわら・坂井・
南越前地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日

あわら三国木質
バイオマスエネ
ルギー事業協議
会

福井県福井市
豊島２丁目７番
４号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 238,990,000 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
26年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テム等の実証７号契約
（高知県四万十地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日
四万十町森林
組合

高知県高岡郡
四万十町大正
473番地1

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 240,328,042 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
26年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）

平成27年度木質バイオ
マスエネルギーを活用
したモデル地域づくり推
進事業（新たな利用シス
テム等の実証８号契約
（岩手県遠野地域））

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 遠野市
岩手県遠野市
東舘町8番12号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 199,999,960 - - - - - - - -

本事業は目的達
成のためには複
数年継続し実施
する必要がある
ものとして平成
26年度に企画競
争を行い実施機
関を選定したも
の。（継続契約）



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

森林総合監理士等育成
対策事業のうち森林総
合監理士育成研修事業

支出負担行為担当官
林野庁長官今井敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日

一般社団法人
林業人材育成
支援普及セン
ター

東京都港区赤
坂1－9－13

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 70,856,000 70,856,000 100.0% - - - - 1 0 - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月9日 山梨県
山梨県甲府市
丸の内1-6-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 10,995,000 - - - - - - - - -

平成27年度林野庁法律
顧問業務

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月16日
高田法律事務
所

東京都千代田
区有楽町１－９
－４

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - 2,000,000 2,000,000 100.0% - - - - 4 0

弁護士法に規
定された資格を
有する弁護士で
あること

-

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月20日 岩手県
盛岡市内丸10
番1号

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 22,120,000 22,120,000 100.0% - - - - - - - -

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月20日 宮城県
仙台市青葉区
本町3丁目8番1
号

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 18,848,000 18,848,000 100.0% - - - - - - - -

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月20日 秋田県
秋田市山王町
四丁目1番1号

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 104,411,000 104,411,000 100.0% - - - - - - - -

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月20日 新潟県
新潟市中央区
新光町４番地１

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 22,081,000 22,081,000 100.0% - - - - - - - -

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月20日 長野県
長野市大字南
長野字幅下
692-2

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 5,000,000 5,000,000 100.0% - - - - - - - -



うち農
林水産
省出身
者

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

所在地 商号又は名称 住所
移行困
難な事
由

移行予
定年限

公益法
人の区

分

再就職
の役員
の数
（※契
約の相
手方が
公益社
団法人
又は公
益財団
法人
（特例
社団法
人又は
特例財
団法人
を含
む。）
の場合
の記載
事項）

提案者
の数

特別な競争参加
資格
（※提案者の数
が１の場合の記
載事項）

備　　考

名称

競争性のない随意契約によらざ
るを得ない理由

競争性のある
契約に移行予
定のもの

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月20日 奈良県
奈良市登大路
町30番地

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 1,300,000 1,300,000 100.0% - - - - - - - -

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月20日 鹿児島県
鹿児島市鴨池
新町10番1号

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 2,000,000 2,000,000 100.0% - - - - - - - -

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月22日 山形県
山形市松波二
丁目8番1号

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - 16,640,000 16,640,000 100.0% - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月23日 茨城県
茨城県水戸市
笠原町978-6

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 217,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月23日 埼玉県
埼玉県さいたま
市浦和区高砂
3-15-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 1,130,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月23日 長野県
長野県長野市
大字南長野字
幅下692-2

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 28,098,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月23日 大阪府
大阪府大阪市
中央区大手前
2-1-22

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 1,086,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月23日 香川県
香川県高松市
番町4-1-10

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 1,195,000 - - - - - - - - -
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随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月23日 愛媛県
愛媛県松山市
一番町4-4-2

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 3,503,000 - - - - - - - - -

森林病害虫等防除事業
地方公共団体委託費

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞ヶ関1-2-1

平成27年4月23日 青森県
青森市長島１丁
目１番１号

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 5,000,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月27日 山形県
山形県山形市
松波2-8-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 11,025,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月27日 福島県
福島県福島市
杉妻町2-16

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 77,448,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月27日 東京都
東京都新宿区
西新宿2-8-1

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 2,768,000 - - - - - - - - -

保安林整備事業一式
支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月27日 岡山県
岡山県岡山市
北区内山下2-
4-6

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 5,701,000 - - - - - - - - -

東日本大震災からの復
興に向けた保安林配備
対策事業一式

支出負担行為担当官
林野庁長官　今井　敏

東京都千代田
区霞が関１－２
－１

平成27年4月27日 福島県
福島県福島市
杉妻町2-16

会計法第
29条の3
第4項（法
令等の規
定）

法令の規定及び地方公共団体
との取り決めにより、契約相手
方が－に定められるもの

- - - 24,353,000 - - - - - - - - -

漁具倉庫賃貸借（境港
漁業調整事務所）

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
山陰旋網漁業
協同組合

鳥取県境港市
昭和町2-23

会計法第
29条の3
第4項（賃
貸借契
約）

当該場所でなければ行政事務
を行うことが不可能であること
から場所が限定され、供給者が
一に特定される賃貸借契約に
該当するため

- - - 10,971,936 - - - - - - - - -
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公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
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根拠条文
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争等）

事務室の借上げ（北太
平洋漁業委員会事務局
運営のため）

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日
国立大学法人
東京海洋大学

東京都港区港
南4-5-7

会計法第
29条の3
第4項（賃
貸借契
約）

当該場所でなければ行政事務
を行うことが不可能であること
から場所が限定され、供給者が
一に特定される賃貸借契約に
該当するため

- - - 5,121,792 - - - - - - - - -

平成27年度広域資源管
理強化推進委託事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日

「広域資源管理
強化推進委託
事業」共同実施
機関代表機関
一般社団法人
漁業情報サ-ビ
スセンタ-

東京都中央区
豊海町4-5豊海
振興ビル6階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 139,609,000 - - - - - 1 0 - -

鯨資源調査等対策委託
事業のうち鯨資源調査
事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
一般財団法人
日本鯨類研究
所

東京都中央区
豊海町４-５

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 333,883,000 - - - - - 1 0 - -

鯨資源調査等対策委託
事業のうちDNA検査事
業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
一般財団法人
日本鯨類研究
所

東京都中央区
豊海町４-５

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 11,887,000 - - - - - 1 0 - -

平成27年度包括的な国
際資源管理体制構築事
業のうち漁獲情報包括
管理事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
国立研究開発
法人水産総合
研究センタ-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイ-
ンズタワ-B15階

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 39,007,000 - - - - - 1 0 - -

平成27年度包括的な国
際資源管理体制構築事
業のうち操業管理・海外
漁場情報活用事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日

①一般社団法
人漁業情報サ-
ビスセンタ-
②株式会社キュ
-ビック・アイ

①東京都中央
区豊海町4-5豊
海進行ビル6F
②東京都品川
区西五反田2-
15-9ブル-ベル
ビル7F

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 55,818,000 - - - - - 1 0 - -
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契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度包括的な国
際資源管理体制構築事
業のうち輸入まぐろ類流
通管理事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日

①一般社団法
人漁業情報サ-
ビスセンタ-
②株式会社マイ
トベ-シックサ-ビ
ス

①東京都中央
区豊海町4-5豊
海進行ビル6F
②東京都新宿
区谷田町2-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 50,696,000 - - - - - 1 0 - -

平成27年度包括的な国
際資源管理体制構築事
業のうち電子タグ導入
による流通管理

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月9日
一般社団法人
責任あるまぐろ
漁業推進機構

東京都港区赤
坂1-9-13

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 7,937,964 - - - - - 1 0 - -

平成２７年度さけ・ます
陸揚検査事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日
一般社団法人
日本貨物検数
協会

東京都中央区
築地1-10-3

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 8,226,252 - - - - - 2 0 - -

（平成27年度水産物輸
出倍増環境整備対策事
業のうち）ＥＵ・ＨＡＣＣＰ
認定施設指導・監視事
業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日
一般社団法人
大日本水産会

東京都港区赤
坂１丁目９番地
１３号

会計法第
29条の3
第4項（企
画競争）

- - - - 32,871,000 - - - - - 1 0 - -

平成27年度水産基盤整
備調査委託事業「干潟
餌生物環境の物理条件
解明」

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日

干潟餌生物環
境共同研究機
関代表機関国
立研究開発法
人水産総合研
究センタ-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい２-３-３クイ
-ンズタワ-B棟
15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 9,499,159 - - - - - 1 0 - -
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争等）

平成27年度水産基盤整
備調査委託事業「有明
海水産基盤整備実証調
査」

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日

①一般社団法
人全国水産技
術者協会
②いであ株式会
社
③株式会社シャ
ト-海洋調査
④株式会社日
本海洋生物研
究所
⑤株式会社オオ
スミ

①東京都港区
赤坂1-9-13、②
東京都世田谷
区駒沢3-15-1、
③大阪府大阪
市都島区片町
1-4-2、④東京
都品川区豊町
4-3-16、⑤神奈
川県横浜市瀬
谷区五貫目町
20-17

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 112,000,000 - - - - - 1 0 - -

平成27年度遺伝情報を
活用した鰻資源管理育
種等技術開発事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日

「遺伝情報を活
用した鰻資源管
理育種等技術
開発事業」共同
研究機関代表
機関　国立研究
開発法人水産
総合研究センタ
-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3　クイ
-ンズタワ-B棟
15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 68,892,979 - - - - - 1 0 - -

平成27年度資源・環境
に優しいクロマグロ増養
殖技術開発事業のうち
クロマグロ養殖最適親
魚選抜・確保技術開発
事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月10日

「クロマグロ養殖
最適親魚選抜・
確保技術開発
委託事業」共同
研究機関代表
機関　国立研究
開発法人水産
総合研究センタ
-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3　クイ
-ンズタワ-B棟
15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 88,135,000 - - - - - 1 0 - -

平成２７年度放流用種
苗育成手法開発事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月16日

「放流用種苗育
成手法開発事
業」共同研究機
関代表機関国
立研究開発法
人水産総合研
究センタ-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイ-
ンズタワ-B15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 8,992,000 - - - - - 1 0 - -
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公益法人の場
合

国所
管、都
道府県
所管の
区分

物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日
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根拠条文
（企画競
争等）

平成２７年度内水面資
源生息環境改善手法開
発事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月16日

「内水面資源生
息環境改善手
法開発事業」共
同研究機関代
表機関国立研
究開発法人水
産総合研究セン
タ-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい2-3-3クイ-
ンズタワ-B15階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 16,806,000 - - - - - 1 1 - -

平成２７年度太平洋サ
ケ資源回復調査事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月14日

「太平洋サケ資
源回復調査」共
同研究機関代
表機関　国立研
究開発法人水
産総合研究セン
タ-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい２-３-３クイ
-ンズタワ-B１５
階

会計法第
29条の3
第4項（公
募）

- - - - 80,000,000 - - - - - 8 0 - -

平成２７年度国際資源
評価等推進委託事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日

「国際資源評価
等推進委託事
業」共同研究機
関代表機関国
立研究開発法
人水産総合研
究センタ-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい２-３-３　ク
イ-ンズタワ-Ｂ１
５階

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

　我が国の資源管理施策や水
産外交を支える科学的根拠を
得るために精度の高い資源評
価を実施するために必要な、海
洋の物理環境、海洋生物、海洋
生態、国内・国際情勢を踏まえ
た資源管理施策等に関する資
源専門家を有しているとともに、
デ-タを得るために必要な調査
実施可能な調査機器を搭載し、
広域で調査可能な多数の大型
調査船と沿岸域においても対象
生物の調査範囲（各県等地先）
をカバ-できるだけの調査能力
を備えた調査船を確保できるの
は、（独）水産総合研究センタ-
を中核とし、道県、大学、民間
等で構成された共同研究機関
だけであるため。

- - - 790,338,584 - - - - - - - - -
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競争性のある
契約に移行予
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予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場
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所管の
区分

物品役務等の名称及び
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契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

随意契約
によるこ
ととした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

平成27年度我が国周辺
水域資源評価等推進委
託事業

支出負担行為担当官
水産庁長官　本川　一
善

東京都千代田
区霞が関1-2-1

平成27年4月1日

「我が国周辺水
域資源評価等
推進委託事業」
共同実施機関
代表機関国立
研究開発法人
水産総合研究セ
ンタ-

神奈川県横浜
市西区みなとみ
らい２-３-３クイ
-ンズタワ-B棟
15階

会計法第
29条の3
第4項（特
定情報）

　我が国の資源管理施策や水
産外交を支える科学的根拠を
得るために精度の高い資源評
価を実施するために必要な、海
洋の物理環境、海洋生物、海洋
生態、国内漁業及び我が国の
資源管理施策等に関する資源
専門家を有しているとともにデ-
タを得るために必要な調査実施
な調査機器を搭載し、広域で調
査可能な多数の大型調査船と
沿岸域においても対象生物の
調査範囲（各県等地先）をカバ-
できるだけの調査能力を備えた
調査船を確保できるのは、（独）
水産総合研究センタ-を中核と
し、都府県、大学、民間等で構
成された共同実施機関だけで
あるため。

- - - 1,342,332,000 - - - - - - - - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。


